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役員による組合員訪問 意⾒・要望とりまとめ

＜ 目 的 ＞

これまでも農家組合員の農業所得向上へ向けさまざまな取り組みを進め、地区

別組合員座談会等を開催し、⾃⼰改⾰について説明を⾏なってきました。しかし、

まだまだ当組合が取り組んでいる内容が広く周知されていないことや、組合員の

皆さまとの徹底した話し合いが必要であることから、役員が直接組合員先へ出向

くことにより組合員との関係強化を図り、当組合の事業について理解を深めてい

ただき、これからの地域農業の振興を図るために訪問活動を実施しました。

＜ 訪問期間 ＞

○ 平成２９年１２⽉ 〜 平成３０年３⽉

＜ 訪問実績 ＞

○ 経営管理委員 ８０先 うち認定農業者 ４４先

○ 常勤役員 １６８先 うち認定農業者 １２１先

○ 職 員 ５２先 うち認定農業者 ３５先

合計 ３００先 うち認定農業者 ２００先

＜ 意⾒・要望 ＞

○ 意⾒・要望数 ７４９件

① 農業生産のコスト削減について

意⾒・要望

資材価格の引き下げに対する評価はあるものの、さらなる価格の引き下げや対象範囲の

拡大、商系との比較に対する要望がありました。

<その他>生産資材・肥料農薬の在庫が少ない。経済連に頼らず遠中独⾃での仕⼊ルー

トの確⽴。⽣産規模に応じての価格差の設定。

（例）⽣産資材のコスト低減に⼀番関⼼がある。これまで価格を下げてきたことは評

価できる。だが、さらにコスト低減をするためにＪＡの利⽤者を増やし、数量

を確保することでスケールメリットを発揮し、良質で安価な資材提供をお願い

したい。
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これからの取り組み

平成２９年度、肥料価格は原料価格の⾼騰により前年度からは値上げとなり、農

薬価格は据え置きとなりました。商系やホームセンター価格を注視し、仕入業者と

の情報交換や相⾒積りなどによる価格交渉の強化を進め仕⼊コストの低減に取り

組みました。また、利⽤⾼によるランク別奨励を⾏なっています。肥料１７品⽬・

農薬４７品⽬をコスト低減重点品⽬に定め、特別価格（肥料は定価から平均１

３％・農薬は平均１６．１％引き下げ）を設定し価格を引き下げました。これによ

り、平成２９年度コスト低減重点品⽬の取扱⾼は前年⽐１０２．６％増加しました。

今後も、仕⼊コスト低減に向けた仕⼊強化と利⽤者ニーズに対応し、特別価格の

設定や利⽤⾼によるランク別奨励、組合員・利⽤者の結集によるコスト低減に取り

組みます。併せて栽培指導の強化により、施肥の省⼒化や農薬散布回数の低減など

効率的な栽培管理を提案し、労働時間の軽減による規模拡⼤につなげ生産コスト削

減に努めます。

② 農産物の販売強化について

意⾒・要望

作物ごとにさまざまな要望がありました。それらはいずれも、少しでも農業収入を増加

させるための要望であり、各担当部署で吟味し、実現可能なものから確実に進めていくこ

とが必要です。

<その他>⽣産物のブランド化。⾏政への協⼒依頼。直売所の活性化。市場との良好な

関係づくりの構築。

（例）農産物の規格外（Ｃ品）について販路を広げてほしい。市場に出すと産地のイ

メージなどがあるため、食品工場への販売など。

これからの取り組み

【園芸部門の取り組み】

農業所得向上に向け、規模拡⼤を推進するとともに反収の増加・秀品率の向上に

向け部会事業や e-commit による出向く活動の展開を充実しました。また、平成

２９年度は、気象災害により⽣じた規格外品（白葱の曲がったものやレタスの極小

のもの）の販売に新たに取り組みました。
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平成３０年度から新たな取り組みとして、園芸課に営業専⾨職員１名を配置し主

要取引先へ定期的に出向き販売促進と情報交換を⾏ない、買い⼿の必要とする品⽬

の選定や規格、新たな品⽬などを聞き取り、⽣産者への提案と有利販売に繋げ農業

所得の向上に努めます。

※ 営業専⾨員年間計画 ：平成３０年４〜６⽉ 主要取引先（１０社）

取り組み説明・夏野菜対策ほか

(定期訪問：月 1回以上) ：７〜９⽉秋冬野菜対策（産地⽣産計画・販路拡⼤ほか）

：１０⽉〜 他産地状況収集・⽣産者同⾏調査ほか

：平成３１年２⽉〜 春夏野菜対策・総括など

【直販部門の取り組み】

平成２９年度、産直パルシステム、イオンインショップなどへの直接販売実績は、

７，７５９万円の販売実績となりました。また、浜松ベジタブル・⽥形⻘果・MC

プロデュース等への加⼯・業務⽤⻘果物は、４，３００万円の販売実績となり、直

接販売による農業所得の向上に努めてきました。平成３０年度はさらなる販売拡大

により、販売目標２億円を計画するとともに、新たな販路拡⼤を⽬指し現在２社と

交渉しています。また、６次化商品開発（紅ほっぺ・きらぴ香を使った苺ジャム、

餃子他）にも取り組んでいきます。

【お茶の取り組み】

安全安⼼で茶商に望まれる良質茶⽣産を指導するとともに、平成２９年度ＪＡ遠

州中央良質茶⽣産対策事業において、新植・改植・被覆資材・茶セル苗を対象に総

額４０４万円助成を⾏ないました。過去にも良質茶⽣産対策事業として中刈更新を

はじめ、多くの事業に助成し産地振興を図ってきました。今後は、各地区にて作成

されている生産部会強化シートをもとに、販売強化に向けた取引先需要の調査、契

約取引や受注生産への取組みの提案、ＧＡＰ取得による取引先との信頼強化を図る

ことで有利販売につなげていきます。特に、中⼭間地では有機茶と被覆茶⽣産、平

坦地では⼤⼿取引先が求める輸出対応可能なお茶作りなどを提案し、各地区の産地

維持に向けた強化策を部会員と⼀緒に取り組みます。また、茶ピアではドリンク茶

のほか、平成３０年２⽉から新商品として「抹茶煎茶」「かぶせ茶」２種類のステ

ック茶（粉末茶）を発売し、茶の消費拡⼤にも取り組んでいます。
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【お米の取り組み】

米穀卸売業者への直接販売を強化してきました。米穀卸売業者との交渉を進め有

利販売や⻑期的に安定した取引ができる販売先を増やし、現在では、１１卸売業者

となっております。今後も販売先を選定し卸売業者を増やしていきます。平成３０

年産⽶では、新品種の「歓喜の⾵」を全量買取⽅式による契約栽培とし、ＪＡ遠州

中央の新たなブランドとして⽣産量拡⼤と販売強化に取り組みます。また、ＪＡ遠

州中央が推奨する３品種（コシヒカリ・きぬむすめ・にこまる）についても買取り

や⼤⼝出荷契約などにより量の確保を図り、有利販売による販売⼒の強化に取り組

みます。

③ 農業振興関連事業の支援強化について

意⾒・要望

助成事業に対する評価と、既存の事業の充実や新規事業の策定、情報提供など多くの要

望がありました。

<その他>助成範囲の拡⼤。⾏政への働きかけ⽀援。

（例）各部員の⾼齢化が進み、今後の農業・農協が⼼配になる。若い⼈が利⽤したく

なる思い切った助成をお願いしたい。

これからの取り組み

管内農業の振興を図るため、ＪＡ独⾃に農業振興関連事業を⾏い農家・組合員の活⼒あ

る農業経営に対し⽀援を⾏なっています。この中で代表する事業として営農振興事業があ

ります。従来、営農振興事業は、各生産部会との協議により要望を聞き取り、品質

向上のための新技術導⼊や機械化による作業効率の改善を図る事を⽬的に事業を

⾏なってきましたが、近年の農業を取り巻く環境の変化や、⽣産⼒の低迷を克服し

産地の拡大を図るため、作物にこだわらず将来生産拡大を目指す担い手を中心に、

今年度新たに⽣産者個々の規模拡⼤を⽀援する「スケールアップ⽀援事業」を開始

し、より農家所得向上と産地⼒の強化につながる⽀援を⾏なっていきます。

また、良質茶⽣産のための茶樹の改植や新植・被覆などへ⽀援する良質茶⽣産対

策事業や、新規就農者の機械・設備への投資に係る費用へ支援するニューファーマ

ーサポート事業、ＧＡＰ認証取得に係る費用を支援するＧＡＰ取得奨励事業や樹園

地転換事業やハウス助成など、農家・組合員とともに地域農業の振興を高める事業
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の支援に継続して取り組んでいきます。

■平成２９年度 農業振興関連事業（２１項目）

実績：２７６件 助成額：１２，３４７千円

④ 営農指導の強化（指導⼒向上、営農指導体制）について

意⾒・要望

e-commit など営農指導体制を評価しながらも、さらなる指導⼒の向上や⽀援体制の強

化を求める要望が多くありました。

<その他>各種の情報提供。相談業務の充実。ドローンの有効利⽤⽅法。

（例）新規就農者に農機具等購⼊の助成や部会への斡旋等、担い⼿の育つ⼿厚い⽀援

を希望する。

これからの取り組み

e-commit は、平成２８年度より規模拡⼤に意欲的に取り組む組合員に出向き、

ともに農業収⼊の向上を⽬指す活動として始めました。今年度は、５９名体制に増

員するとともにタブレット端末機を全員が携帯し、情報の「⾒える化」により組合

員個々の農業収入の拡大と生産部会の強化や産地の拡大に取り組みます。

また、事業継承前の若⼿農業者や新規就農者を対象に希望者を募り、e-commit

とともに農業経営を勉強する農業後継者塾をスタートさせ、地域農業の担い手育成

に取り組みます。

■平成２９年度 e-commit 取り組みの結果

① e-commit 職員人数 ：２２名

② 重要担い手農家軒数 ：１０７軒

③ 平均訪問回数 ：２．７回／月

④ 前年⽐１２０％達成軒数 ：３５軒（３２％）

⑤ 前年⽐１００％以上軒数 ：６６軒（６１％）

⑤ 部会等組合員組織への支援について

意⾒・要望

組合員が構成員となっている各組織においても⾼齢化や後継者不⾜が課題となってき
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ています。組織運営に対して農協の支援を求める要望が多くありました。

<その他>他組織の活動情報の開示。組織におけるリーダー養成。役員の選出方法。

（例）各部会への応援体制を地域に密着させ、強化してもらいたい。

これからの取り組み

昨年実施した⽣産部会意向調査の結果からも、部会によっては⾼齢化や後継者不

足による作付けの減少が課題となっています。生産部会強化による産地の維持・拡

⼤に向け、主要⽣産部会とＪＡが意識を共有し産地や部会の将来像を検討するため

の「生産部会強化シート（部会の将来ビジョン）」を作成し、課題の洗い出しや対

策を検討し、年度ごとの計画達成や将来持続可能な生産部会の強化と、強い産地づ

くりに取り組んでいきます。また、⻘年部・⼥性部では「ときめきアグリ隊」「ク

ッキングフェスタ」「ときめきお助け隊」など各組織の部員が主体となって活動し

ています。部農会においても、４つの支援事業（農地関係・営農振興など）を設け、

地域の農地や環境を守るための活動支援を実施しています。

⑥ 労働⼒確保・雇⽤⽀援について

意⾒・要望

規模拡⼤や⾼齢化に対応するために、労働⼒の確保に関⼼が⾼いことが伺えました。期

間雇用だけでは応募が少ないなか、各作物の期間雇用をつないだり、作業を集約したりす

るなどして、働く⼈を⻑期的に確保するための⼯夫を求める要望が寄せられています。

<その他>無料職業紹介所のＰＲ⽅法。新規就農者の⽀援体制。

（例）無料職業紹介はありがたい。ただし、労働者は年間雇⽤を望む。⽶の場合、冬

場の仕事が無いため年間雇⽤が難しい。

（例）他地区や他ＪＡ（三ヶ⽇のみかんなど）との連携等により作物別、時期別に雇

用できる体制を作ってもらいたい。

これからの取り組み

無料職業紹介事業は、平成２９年度成約者数９名とまだまだ要望に応えられる人

数とは言えません。

求人者数と求職者数を増やし、成約者数の拡大を目指していますが、労働者を探

している農家（求人者）と仕事を探している人（求職者）の間に条件面等（賃⾦⾯、
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福利厚⽣、勤務時間帯等）のギャップが生じており、労働⼒の確保が困難な状況に

あります。そのため、求人者と求職者との調整をしつつ、雇用者確保とマッチング

に向け、他ＪＡとの連携や魅⼒ある広告内容、ホームページや求⼈誌への掲載、内

容についても時間・職種など具体的に表記し、利⽤しやすい環境を整えて対応して

いきます。

■平成２９年度末 求人者数：４０名、求職者数：３９名、成約者数：９名

⑦ ＪＡ関連施設の充実について

意⾒・要望

農協施設の充実や新たな機能に期待する声がありました。

<その他>山間地域におけるガソリンスタンド・葬祭センター・Ａコープの運営。

（例）園芸流通センター内のパッケージセンター機能について、新規就農者が就農す

る時や規模拡⼤を⾏なう時にサポートしバックアップできるような施設として

の役割を担ってほしい。

これからの取り組み

農家数の減少や⼤規模農家は⾃ら農業施設を保有することでＪＡ施設の利⽤形

態が変化している中、施設の維持も懸念される状況となっています。しかし、ＪＡ

として新たな担い手や積極的に農業経営の拡大を考える担い手農家には、作業を軽

減しサポート出来る体制・設備を充実していく必要があります。そのように農業経

営が変化しＪＡに求められる役割も変化していることから、新たな需要や要望に応

えるため、既存の施設や建物の再編を図り農業経営の支援が出来るよう計画的に取

り組んでいきます。

また、要望のある山間地の施設についても、インフラの整備を含め⾏政や地域と

連携し、協⼒をすすめていきます。

⑧ 農地利⽤のあり⽅について

意⾒・要望

集積事業に対する評価はありますが、規模拡大のため、農地のさらなる集積や農地の斡

旋を希望する声がありました。
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<その他>ＪＡと⾏政との連携した⽀援体制。

（例）農地集積をしてくれて助かっている。これからも集積による栽培環境を良くし

てほしい。

これからの取り組み

農地の集積事業は、平成２９年度の農地中間管理事業での集積⾯積は５０．８ｈ

ａ、累計では３５１ｈａとなりました。また、ＪＡの⾏なう農地利⽤集積円滑化事

業は、１，０５６．９ｈａとなり現在、ＪＡの⾏なう農地利⽤集積円滑化事業から

国が進める中間管理事業に契約更新のタイミングで事業を移⾏しているところで

す。この事業は農地の貸し⼿と借り⼿の意向や調整が⼤切となり、地域の要望を聞

きながら進めていきます。今後も地域として集積が図られるよう農地中間管理機構

とＪＡが市町と連携して取り組んでいきます。

⑨ 農業用施設・農機のリース事業（中古販売事業など）について

意⾒・要望

農業機械や施設に対するリース・レンタルを望む声が多くありました。

<その他>ＪＡの中古農機の斡旋・仲介希望、農機具の点検時における搬送代の無料化。

（例）農機具のリース事業を⾏ってほしい。⽔稲を栽培して規模拡⼤を図っているが、

大型の収穫機械等は高額で購入できない。

これからの取り組み

農業機械（自脱型コンバイン）については、リースにて全農がＪＡ三井リースと

共同で「農機シェアリース」に取り組んでいます。ご利⽤にあたっては作業時期、

地域の異なる⽣産者が共同利⽤することが条件となります。

レンタル農機については、今後、全農・経済連が共同して事業展開を予定してい

ますので、事業の実施要領など決定次第、関連部署と連携し取り組んでいきます。

中古農機販売につきましても、離農される⽅などの情報収集を強化していきます。

また、７月に開催される農業機械大展示会の中古農機コーナーと２月の県下中古農

機展示会を継続実施していきます。

なお、不要になった農機等がございましたら、ＪＡや農機具センターにご連絡く

ださい。
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⑩ 鳥獣被害対策について

意⾒・要望

山間地のみならず平坦地にも鳥獣被害が及んでいます。

補助⾦を活⽤した対策が有効に機能しているようです。

<その他>ＪＡにおいての鳥獣被害対策。

（例）⿃獣対策で補助⾦を活⽤し、ワイヤーメッシュを設置した。被害もなく出荷で

きている。

これからの取り組み

農業所得維持につながる農業振興関連事業として、ＪＡ単独で「有害鳥獣被害対

策事業（助成率：２０％以内）」や特別要領事業として「有害⿃獣広域被害対策事

業（助成率：４０％以内）」を設け鳥獣被害対策用の柵やネット等の設備に対し助

成を⾏なっています。また、ＪＡ内の営農センターに鳥獣被害アドバイザーを配置

し、被害防⽌のためのＤＶＤ等を活⽤した指導も⾏なってきました。今後も、ＪＡ

として継続して⾏政へ政策要請をしていきます。

■平成２９年度 有害鳥獣被害対策事業：３８件 助成額：１，２３５千円

⑪ ⾏政等への要請⽀援について

意⾒・要望

個々での対応が難しいため、⾏政や他組織への要請を⽀援してほしいとの声が上がって

います。

（例）畑や⽔⽥の排⽔路について、埋没している所が多い。⾏政や⾃治会に働きかけ

て解消を図ってほしい。

これからの取り組み

これまでも各ＪＡの政策要請事項を県中央会が集約し、県・国への要請を⾏なっ

ています。平成３０年度要請は、平成２９年１０⽉に耕作放棄地解消対策や基盤整

備、新規就農や後継者対策、お茶の機械や⿃獣被害対策への⽀援など継続要請と合

わせ、新たに普及指導員等の確保や主要農産物種子法廃止に伴う対応など１６項目

の新規要請と、当組合として飼料⽤⽶作付拡⼤など⽔⽥利⽤の多様化にともない用



10

⽔の通⽔期間延⻑要請を県知事等へ⾏ないました。今後も政策要請を積極的に⾏な

っていきます。

⑫ ＪＡ総合事業の継続について

意⾒・要望

遠州中央農協の事業展開や地域農業への向き合い方に対して、数々の提案や提言をいた

だきました。

<その他>総代会の事前説明会・座談会の他地区においての質問事項の開示。

ＪＡを守る自己改革の実践。

（例）⾼齢になっても継続できる農業体系づくりが必要だと感じる。農家を減らさな

い努⼒をしてほしい。

（例）農協事業である⾦融・共済サービスに対しても、さらなる充実と時代に即した

適切な対応を求める声がありました。

（例）無保険⾞との事故の際、ＪＡ共済で対応してもらい⾮常に助かった。今後、他

のＪＡ契約者でもこのような案件があるかもしれないので、無保険⾞の事故対

策をしっかり検討してもらいたい。

これからの取り組み

ＪＡは、魅⼒ある地域農業の確⽴を⽬指し、農業所得の向上や、地域農業の振興

に貢献し、地域になくてはならない存在であり続けるために、組合員や利⽤者の皆

さまに満足していただけるよう取り組んできました。

⾦融事業については、農産物を活⽤した貯⾦商品や、相続及び税務の相談業務の

充実に取り組み、農家所得や組合員満⾜度の向上と地域に貢献できるＪＡらしい事

業を展開していきます。

共済事業についても、全⼾訪問活動を通じて、「ひと・いえ・くるま」の総合保

障の提案に取り組むとともに、平成２３年の台⾵１５号の被害時には、当組合管内

の建物更⽣共済において７，１７６件・２３億６，２７５万円の共済⾦⽀払いを⾏

ない、組合員等の万一に備え相互扶助のもと支援を続けています。

総合事業の特性を⽣かし、平成２２年から総合ポイント制度を導⼊し利⽤還元を

⾏なっています。平成２９年度は、⾦融事業で年間７９２万円、購買事業１，０３
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５万円、販売事業で１，３１８万円、全事業では３，８９４万円相当のポイント付

与を⾏ないました。これからもサービスの充実を図り、経営基盤の確⽴と組合員、

利⽤者に必要とされるＪＡを目指していきます。

⑬ ＪＡ職員の育成について

意⾒・要望

営農活動に対する評価があるものの、以前に⽐べ職員との交流が希薄になっているとの

声がありました。

専⾨知識を持つ営農指導員の⼈材育成や営農担当職員の⼈事異動、⼈員の不⾜に対する

要望が多くありました。

<その他>個人や現場の状況に合った指導。職員の接客対応に格差にあるので職員教育

の強化。職員の適正な評価。職員間の仕事量の格差の是正。

部会の担当者が営農センターを跨いでいるためわかりにくい。

（例）業務負担が増えて指導員が巡回できなくなっていないか。巡回できる環境を作

ってほしい。

（例）専⾨的な指導員などが⼈事異動となると、今までの信頼関係が崩れてしまうの

で、できるだけ指導員等は動かして欲しくない。

これからの取り組み

農家組合員や地域の皆様に事業・活動を通じて貢献することがＪＡの責務と考え

ます。この事を実践していく専門性を持った職員の育成が重要となるため、業務に

必要な資格取得を奨励するなどスキルアップに取り組んでいます。組織の活性化、

職員の育成を図るため定期的に⼈事異動を⾏ないますが、営農指導員などの専門分

野においては考慮していきます。（平成２９年度末 e-commit２２名 平均経験

年数：５．７年）

また、農業への理解を深めるため⻘年部の応援を得て、若⼿ＪＡ職員の農業研修

（平成２９年度・１６名体験）や、地域との絆を深めるため⽀店運営委員や⻘年部・

⼥性部の皆さまと一緒に「食と農」をテーマにした「なかまづくり活動」を⾏なっ

ています。農を通じた生産者・地域等とのふれあいの強化により職員の育成を目指

しています。
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⑭ ⾦融⽀援について

意⾒・要望

⽣産の効率化や規模拡⼤の⼿助けとなる融資部⾨のＪＡアグリマイティー資⾦を評価

し、今後も同様に継続することを望む声が多くありました。

<その他>支店と営農との連携強化。

（例）今後規模拡⼤した時に、茶⼯場の増設、拡⼤を⾏なうことになる。その時に資

⾦調達に不安があるため、低⾦利融資や補助⾦などの応援をしていただけると

嬉しい。

これからの取り組み

平成２９年度は、農業経営に係る幅広い資⾦需要に対応するよう「ＪＡアグリマ

イティー資⾦」を提供させていただきました。その中で⾦融⾯での⽀援として、⾦

利負担を⾦額ベースでＪＡアグリマイティー資⾦４２０万円、その他の農業資⾦で

は、保証料助成２，５５０万円、利⼦助成１２０万円の間接的な⽀援を実施してい

ます。また、新規就農者⽀援２１０万円、親元就農⽀援１１０万円の応援も⾏なっ

ています。平成３０年度も農業経営に寄与できるよう引き続き取り扱っていきます。

農業経営に関しまして、今後、規模拡⼤等の資⾦需要には、補助⾦や、制度資⾦の

利⽤など資⾦⾯での応援をさせていただきますのでお気軽にご相談ください。

今回、さまざまなご意⾒・ご要望を多数いただきありがとうござ

いました。今後もこれらの声を事業に反映させ、農家組合員の農業

所得の向上と総合事業を通じてくらしの豊かさの実現に貢献すると

ともに、ＪＡ遠州中央の健全運営に取り組んでいきます。
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